
 
 

 

 

日本教育行政学会 
 

The Japan Educational Administration Society 
 

 

 

 

 

第 53 回大会プログラム 

 

 

 

2018 年 10 月 12 日（金）～14 日（日） 

於：静岡大学（静岡キャンパス） 

 

 

 

 

日本教育行政学会第 53 回大会実行委員会 
 
      〒422-8529 静岡県静岡市駿河区大谷 836    

静岡大学教育学部 武井敦史研究室内 

電話＆FAX：054-238-4702 

携帯（大会期間中のみ）：090-7814-8342 

E-mail：jeas53@suml.cii.shizuoka.ac.jp

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

日本教育行政学会第 53 回大会の開催にあたって 

 

 日本教育行政学会第53回大会をきたる10月12日〔金〕から14日〔日〕の3日間、静岡大学（静

岡キャンパス）を会場に下記の要領で開催させていただきます。本学会の静岡県内の開催は初

めてとなりますので、大会事務局としてたいへん光栄に存じます。 

 大会２日目（10月13日〔土〕）の午後には、公開シンポジウム「持続可能な地域コミュニテ

ィと学校システムの模索」を開催いたします。大会実行委員会が企画・運営を担当する本シン

ポジウムは、地域・学校の再生を可能とする教育行政（学）の方向性を、‘ESD for SDGs’の観

点も入れて学会以外の視点を入れて多面的に考えてみたいと思います。課題提案を武井敦史会

員（静岡大学）が行い、4名のシンポジスト（いずれも非会員）に報告をいただきます。研究者

のお一人は、地域社会学の視点から「人口減少社会における地域コミュニティと学校」につい

て山下祐介氏（首都大学東京）、もうお一人は、「SDGsの実現に向けたESDのあり方」につい

て北村友人氏（東京大学）です。また実践的な取組事例として、過疎地域の事例として宮島明

利氏（静岡県川根本町教育委員会管理主事）、及びSDGs を活かした政令市の取組みについて

田辺信宏氏（静岡市長）に報告をいただきます。以上の４つの報告をもとに、グローバルな

（地球規模の）視点、かつ多様な外部の視点で、人口減少期日本の地域・学校の再生を展望す

る教育行政学を考える場となることを願っています。 

大会3日目の午後には、横井敏郎（北海道大学）研究推進委員長を中心とする研究推進委員会

の企画によって、「『非通学型』学校の展望と公教育「空間」の拡張－公教育制度の変容と教

育行政（2）－」及び「『教員の多忙化』問題と教育行政学研究の課題」の2つの課題研究が行

われます。概要は本プログラムに掲載してございます。自由研究発表には、41件の申し込みを

いただき、2日目（13日〔土〕）及び3日目（14日〔日〕）のそれぞれ午前中に10分科会を設定

させていただきました。活発な議論と研究交流をお願いします。 

 また、今年度大会でも、大会1日目の12日〔金〕の夕方に若手ネットワーク企画「教育行政学

における比較研究の意義と課題を考える」と特別企画「教員の資質向上における教育委員会と

大学との連携」を設けました。前者は高橋哲会員、後者は大桃敏行会長を中心に準備を進めて

いただきました。 

 静岡大会の実行委員会は、委員長（梅澤収）のほか、武井敦史・事務局長、中村美智太郎

（静岡大学）、島田桂吾（静岡大学）の2人の事務局次長で構成しております。十分に行き届か

ない点も多々あろうかと存じますが、実行委員一同、精一杯努めさせていただきます。多くの

会員に参加いただき、皆様の活発な議論によって、実り多い有意義な大会にしていただければ

幸いです。 

第 53 回大会実行委員会 

委員長 梅 澤 収 
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大 会 案 内 

1. 日程・会場 

［第 1 日 10 月 12 日（金）］  

12:30〜 大会受付 共通教育 A 棟 3 階・A304 

13:00〜15:00 年報編集委員会 共通教育 A 棟 3 階・A303 

 国際交流委員会 共通教育 A 棟 2 階・A206 

 研究推進委員会 共通教育 A 棟 3 階・A306 

15:15〜17:00 全国理事会 共通教育 A 棟 3 階・A303 

15:15〜17:00 若手ネットワーク 共通教育 A 棟 3 階・A305 

16:00～17:00 特別企画打ち合わせ 共通教育 A 棟 3 階・A306 

17:15〜19:00 特別企画 共通教育 A 棟 3 階・A301 

［第 2 日 10 月 13 日（土）］  

8:30〜 大会受付 共通教育 A 棟 2 階・A205 

9:00〜11:50 

 

自由研究発表 1 共通教育 A 棟 2 階・A202 

自由研究発表 2 共通教育 A 棟 2 階・A203 

自由研究発表 3 共通教育 A 棟 2 階・A204 

自由研究発表 4 共通教育 A 棟 3 階・A302 

自由研究発表 5 共通教育 A 棟 3 階・A305 

11:50〜12:45 公開シンポジウム打ち合わせ  共通教育 A 棟 2 階・A306 

13:00〜16:30 公開シンポジウム 共通教育 B 棟 3 階・B301 

16:45〜17:45 総会 共通教育 B 棟 3 階・B301 

18:00〜20:00 懇親会 生協第一食堂 

[第 3 日 10 月 14 日（日）] 

8:30〜 大会受付 共通教育 A 棟 2 階・A205 

9:00〜11:50 自由研究発表 6 共通教育 A 棟 2 階・A202 

自由研究発表 7 共通教育 A 棟 2 階・A203 

自由研究発表 8 共通教育 A 棟 2 階・A204 

自由研究発表 9 共通教育 A 棟 3 階・A302 

自由研究発表 10 共通教育 A 棟 3 階・A305 

12:00〜12:45  課題研究 I・Ⅱ打ち合わせ 共通教育 A 棟 3 階・A303 

13:00〜16:00 課題研究 I 共通教育 A 棟 2 階・A201 

課題研究 II 共通教育 A 棟 3 階・A301 

※ 会員控室は「共通教育 A 棟・A304」（13 日・14 日の両日 8：30～16：30） 

※ 大会本部は「共通教育 A 棟・A205」（13 日 8：30～18：00、14 日 8：30～16：30） 

※ クローク「共通教育 A 棟・A206」（13 日 8：30～18：00、14 日 8：30～16：30） 

-2-



 
 

2. 大会参加確認ハガキ 

 大会プログラム同封の出欠票ハガキを、10 月 5 日（金）必着でご返送下さい。 

 

3. 受付 

10 月 12 日（金）は 12 時 30 分から、10 月 13 日（土）及び 14 日（日）は 8 時 30 分から共

通教育 A 棟玄関にて受付を行います。 

 

4. 大会参加費・懇親会費 

大会参加費は、正会員（含・臨時会員）は 5,000 円、学生会員（含・学生の臨時会員）は 3,000

円です。懇親会費は、正会員（含・臨時会員）は 4,000 円、学生会員（含・学生の臨時会員）は

3,000 円です。会員以外の方の特別企画、公開シンポジウムのみの参加は無料です。 

 

5. 昼食 

 10 月 13 日（土）は第一生協食堂（11：00～13：30）及びフードショップ（11：30～14：30）が

営業しております。ただ、14 日（日）は大学内の食堂・フードショップは営業しておりません。

大会実行委員会ではお弁当をご用意しませんので、参加者各自でご用意ください。 

 会場近辺には、徒歩 5 分程のところにファミリーマートがございます。正門の近くにいくつか

飲食店がございますが、会場からは少し距離がありますので、ご注意ください。 

 

6. 自由研究発表要領 

 発表時間 

 個人研究発表：発表 20 分、質疑 5 分（計 25 分） 

 共同研究発表：発表 40 分、質疑 10 分（計 50 分） 

 各会場とも、個別の発表・質疑の終了後に、40 分間の全体討議の時間を設けます。 

 共同研究における○印は口頭発表者を示すものです。 

 発表資料は各自 70 部をご用意いただき、大会当日ご持参下さい。事務局でのお預かりや当

日会場での印刷は受け付けておりません。ご了承下さい。 

 プロジェクターをご利用の場合は、コンピュータをご持参ください。各会場には、プロジ

ェクター、スクリーン、標準的なミニD-Sub15ピンを装備したケーブルを用意します。

MacなどのPCをご使用の場合は、ミニD-Sub15ピン端子に接続可能な変換アダプタなど、

必要な機材をご持参ください。なお、各会場において開始20分前より接続のテストができ

るようにしておきます。発表者の責任において接続の確認をしてください。 

 会場に、学外者が利用できるインターネット設備はありません。 

 発表者がやむを得ない理由により欠席する場合には、速やかに大会実行委員会までご連絡く

ださい。なおこの場合、発表時間・発表順序の繰り上げは行わず、司会者の判断により、休

憩または討議の時間にあてます。 
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交 通 の ご 案 内 
【バスのご案内】 

〇JR 静岡駅北口からの乗車（所要時間約25分、料金290円） 

JR静岡駅北口のしずてつジャストラインバス「8B番乗り場」から①美和大谷線「静岡大学」行き、②

「東大谷」（静岡大学経由）行き、③「ふじのくに地球環境史ミュージアム」（静岡大学経由）行きに

乗車し「静大片山」で下車。 ※「静岡大学」で下車すると遠回りになりますのでご注意ください。 

 

＜静岡駅バス乗り場のご案内＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【タクシーのご案内】 

〇JR静岡駅北口・南口からの乗車（いずれも所要時間約20分、料金約2000円） 

※「静大片山バス停まで」とお伝えください。正門まで行くと遠回りになりますのでご注意ください。 

 

＜タクシー配車連絡先＞ 

大栄タクシー    配車室TEL：054-285-7253 

静岡中央タクシー  配車室TEL：054-285-2191 

大和タクシー    配車室TEL：054-285-4131 

うど交通株式会社  配車室TEL：054-263-5530 

静岡平和タクシー  配車室TEL：054-251-1155 

辰巳タクシー    配車室TEL：054-254-4641 

静岡ひかりタクシー 配車室TEL：054-271-1122 

8B 乗り場 
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＜静岡駅バス時刻表（平日）＞         ＜静大片山バス時刻表（平日）＞ 

 

＜静岡駅バス時刻表（土日）＞ 

 

＜静大片山バス時刻表（土日）＞ 
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【静岡大学静岡キャンパスのご案内】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

階段 

静大片山（バス停） 

※東名高速道路の下にあります 

共通教育 A 棟 

（委員会・自由研究発表・課題研究等）共通教育 B 棟３階 

（シンポジウム・総会） 

共通教育 B 棟１階 

（食堂・懇親会） 

土：11:00～13：30 

日：休業 

※自動販売機は利用可 

フードショップ銀杏

土：11:30～14：30 

日：休業 

静岡大学 

（バス停）

コンビニ 

喫煙所 
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大会会場建物配置図 

 

共通教育B棟（公開シンポジウム・総会・懇親会） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共通教育A棟（大会受付、各種委員会、特別企画、自由研究発表、課題研究等） 

 

 

エレベーター

3 階

2 階

エレベーター

▲
渡
り
廊
下

(

共
通

B
棟
）

Ａ３０３
【10/12】年報編集委員会

全国理事会

【10/14】課題研究会議

Ａ３０４

【10/12】大会受付

【10/13,14】控え室

Ａ３０５
【10/12】若手ネットワーク

自由研究発表5・10

Ａ３０１

【10/12】特別企画

【10/14】課題研究Ⅱ

Ａ３０２

自由研究発表4・9

Ａ３０６
【10/12】

研究推進委員

会、特別企画

会議

【10/13】

シンポ会議

Ａ２０３

自由研究発表2・7

Ａ２０４

自由研究発表3・8

Ａ２０５

【10/13,14】
大会受付兼本部

Ａ２０１

【10/14】課題研究Ⅰ

Ａ２０２

自由研究発表1・6

Ａ２０６
【10/12】

国際交流委

員会

▲ 玄関

▼ 玄関

女
子
ト
イ
レ

男
子
ト
イ
レ

女
子
ト
イ
レ

男
子
ト
イ
レ

物販（予定）

【10/13,14】

クローク

3 階

2 階

▼
渡
り
廊
下

(

共
通

A
棟
）

▲
共
通

C
棟

Ｂ３０１

公開シンポジウム

総会

女子トイレ男子トイレ

▲出入口
出入口

▼

自
販
機

1 階

厨房
食堂

懇親会

▲出入口

出入口

▼
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大会１日目 

10 月 12 日（金） 
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10 月 12 日（金）     15:15〜17:00 

共通教育 A 棟・A305 

若手ネットワーク企画 

教育行政学における比較研究の意義と課題を考える 

【司会】

 

【企画】

佐藤 仁（福岡大学） 

藤村 祐子（滋賀大学） 

高橋 哲（埼玉大学） 

 

【報告者】 

１．榎 景子（九州大学） 

   「『都市問題と教育政策』をめぐる日米比較研究へ向けて―教育行政学と都市論の交点から―」 

２．井本 佳宏（東北大学） 

   「比較教育学の地平から教育学を省みる」 

 

【趣 旨】 

昨年に引き続き、日本教育行政学会若手ネットワークによる企画を開催します。本年度は、諸外国

との比較研究を手法とされてきたお二人の若手会員にご報告いただき、教育行政研究における比較研

究の意義、ないし課題について検討したいと考えております。 

戦後日本の教育委員会制度は、占領政策の影響のもと、アメリカ型の教育行政制度を採用し、2014

年の地方教育行政法改正を経ながらも、首長部局とは独立した行政委員会として存続してきました。

このため、教育行政研究においては、教育委員会制度の「母国」であるアメリカ教育行政制度との比

較研究が重要視されてきました。また、アメリカ型とは異なる教育行政制度の方式を採用する諸外国

との比較もまた、教育行政の存立形態の把握、ないし、日本の教育行政制度の特殊性を論じる上で有

効な手法として位置付けられてきました。さらには、文部科学省より『諸外国の教育改革の動向』と

題する調査報告書が毎年発刊されてきたように、比較研究は教育政策形成においても重要な位置を占

めてきたといえます。 

本企画においては、教育行政学、ないし、教育研究一般における比較研究のもつ意義や有効性は如

何なるものなのか、あるいは、近年、教育政策形成における「エビデンス」の重要性が叫ばれるなか

で、それはいまだに有効な手法といえるのかを検討したいと考えております。 

 当日は第一に、榎景子会員（九州大学）より、ご自身のアメリカ都市問題研究の知見をもとに、教

育行政学におけるアメリカ研究の意義、ないし、アメリカにおける都市研究からみた日本の教育行政

研究への示唆についてご報告いただく予定です。第二に、井本佳宏会員（東北大学）より、ご専門の

ドイツ教育制度研究の観点から、ご自身が博士論文執筆まで手法とされていた歴史研究に加え、ドイ

ツとの比較研究を付加される経緯についてご報告いただく予定です。比較研究を手法とする会員の

方々のみではなく、その意義について関心をお持ちの方々や、研究手法に迷われている大学院生の方々

などにご参集いただき、学問的内容はもちろんのこと、研究生活に関わるカジュアルな内容について

もご質疑いただければと考えております。なお、企画の終盤には小交流会も予定しておりますので併

せてご参加ください。 
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10 月 12 日（金）     17:15〜19:00 

共通教育 A 棟・A301 

特別企画 

教員の資質向上における教育委員会と大学の連携 

 
【司会】 

 

牛渡 淳（仙台白百合女子大学） 

佐藤 仁（福岡大学） 

 

【報告者】 

榎並 隆博（東京都多摩教育事務所指導課長） 

東京都が求める教員像と大学における教員養成 

  飯田 寛志（静岡県総合教育センター研修課長） 

    指標策定の経緯と指標に基づく教員研修体系の構築 

 

【趣 旨】 

本特別企画の趣旨は「教育行政の研究（理論）と実践の融合を図り教育行政学の発展に資するため、

本学会と行政現場との交流や対話を積極的に推進する」ことにあります。今大会では、「教員の資質向

上における教育委員会と大学の連携」をテーマに企画しました。 

先の教育公務員特例法の改正により、公立の小学校等の校長及び教員の任命権者は、文部科学大臣

が策定する指針を参酌し、校長及び教員としての資質の向上に関する指標（以下「指標」）を定める

こと、そして、「指標」を定めるにあたっては、任命権者や大学などから構成される協議会において

あらかじめ協議することとされました。また、任命権者は「指標」を踏まえて教員研修計画を定める

ものともされています。この法改正を受けて、「指標」やそれを踏まえた研修計画の策定はどのよう

に進められているのでしょうか。東京都多摩教育事務所の榎並隆博指導課長と静岡県総合教育センタ

ーの飯田寛志研修課長をお招きして、東京都と静岡県の取り組みについてご報告をいただきます。 

東京都は、平成 20 年 10 月に「東京都教員人材育成基本方針（平成 27 年 2 月一部改正）」を策定し

て人材育成に取り組んできましたが、今般の法改正を受けて平成 29 年 7 月に「指標」を策定すると

ともに、教員の育成を「採用・研修」段階に「養成」段階を加えた一体のものととらえ、総体として

若手教員の資質・能力の向上を図ることを目的に「東京都教職課程カリキュラム」を策定し、平成 29

年 10 月に公表しました。静岡県は、平成 29 年６月に教員育成協議会を設置して「指標」を策定しま

したが、同協議会を教育委員会、学校、教職大学院を設置する大学の各関係者で組織するとともに、

協議会に政令指定都市教育委員会関係者等を加えた養成部会、採用部会、研修部会を設置して養成、

採用、研修の各段階における取り組みを議論してきました。「指標」を踏まえた教員研修計画の作成で

は教職大学院との連携を含む経験段階別研修体系、管理職研修体系等の構築を進めています。 

両報告に基づき、教員の育成や資質の向上について、教育委員会と大学の関係を中心に検討を行い

ます。また、日本の教師教育の改革で参照されることの多いアメリカ合衆国との比較の観点も含めて

検討を深めることができればと思います。 

-11-



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-12-



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

大会２日目 

10 月 13 日（土） 
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10 月 13 日（土） 9:00～11:50 

共通教育 A 棟・A202 

自由研究発表１ 

【司会】高見 茂（京都大学） 

石井 拓児（名古屋大学） 

 

・9:00 開会 

 

・9:05～9:30 

地方交付税制度の財源保障機能と市町村教育予算編成に関する研究 

―平成 30 年度市町村予算編成に着目して― 

○櫻井 直輝（会津大学短期大学部） 

 

・9:30～9:55 

都道府県高等学校財政における給与費と地方交付税 

○小入羽 秀敬（帝京大学） 

 

・9:55～10:20 

小中学校数の変動による地方教育費支出への影響 

◯廣谷 貴明（東北大学大学院・院生） 

 

・10:20～10:45 

学校予算の運用規程の在り方に関する考察 

―提案型学校予算制度の導入事例の検討を通して― 

○木村 栞太（九州大学大学院・院生） 

 

・10:45～11:10 

公立小中学校における学校予算の現状と課題 

   ―政令指定都市の公立小中学校を対象として― 

                           ○竺沙 知章（京都教育大学） 

 

・11:10～11:50 

全体討議 
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10 月 13 日（土） 9:00～11:50 

共通教育 A 棟・A203 

自由研究発表２ 

【司会】白川 優治（千葉大学） 

藤森 宏明（北海道教育大学） 

 

・9:00 開会 

 

・9:05～9:30 

高校における経済的支援と学費に関する研究 

○河野 雄飛（法政大学大学院・院生） 

 

・9:30～9:55 

地方高校教育行政における「コレクティブ・チーム」の意義と課題 

―「高校魅力化」の担い手とその専門性― 

○川口 有美子（公立鳥取環境大学） 

 

・9:55～10:45 

都道県立高等学校の学校設置者移管に関する研究 

―北海道奥尻高等学校を事例に― 

○篠原 岳司（北海道大学） 

○高嶋 真之（北海道大学大学院・院生 

/日本学術振興会特別研究員） 

○大沼 春子（北海道大学大学院・院生） 

 

・10:45～11:10 

韓国の「2022 年度大学入試制度改編」の政策決定過程の分析 

―「国家教育会議」の役割と公論過程を中心に― 

○宋 善英（韓国大学教育協議会） 

 

・11:10～11:50 

全体討議 
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10 月 13 日（土） 9:00～11:50 

共通教育 A 棟・A204 

自由研究発表３ 

【司会】古賀 一博（広島大学） 

柳林 信彦（高知大学） 

 

・9:00 開会 

 

・9:05～9:30 

アメリカ・ウィスコンシン州における教員免許更新制の停止に関する一考察 

○成松 美枝（聖隷クリストファー大学） 

 

・9:30～9:55 

アメリカにおける市民性教育の格差是正に向けた政策的支援の構造 

―イリノイ州・シカゴ学区の事例から― 

○古田 雄一（大阪国際大学短期大学部） 

 

・9:55～10:20 

多元的ホームスクール支援制度の分析 

―米国アイオワ州を事例として― 

○宮口 誠矢（東京大学大学院・院生 

／日本学術振興会特別研究員） 

 

・10:20～10:45 

米国教員養成研究における“地域コミュニティ”概念の意味づけに関する一考察 

○太田 知実（神戸大学大学院・院生） 

 

・10:45～11:10 

英国 Ofsted の進化仮説: 教育行政のインテリジェンス機関へ 

    ―中央政府の強制的介入支援政策との連関で― 

                           ○広瀬 裕子（専修大学） 

 

・11:10～11:50 

全体討議 
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10 月 13 日（土） 9:00～11:50 

共通教育 A 棟・A302 

自由研究発表４ 

【司会】堀井 啓幸（常葉大学） 

仲田 康一（大東文化大学） 

 

・9:00 開会 

 

・9:05～9:30 

学校と放課後対策事業との組織的関係に関する研究 

―学校の「対境担当者」の意識に着目して― 

○鈴木 瞬（くらしき作陽大学） 

 

・9:30～9:55 

スクールソーシャルワーカー活用事業の継承性に関する研究 

○大崎 広行（武蔵野大学） 

 

・9:55～10:20 

公民館再編の動向にみる社会教育概念の再検討と教育行政の課題 

―尼崎市におけるコミュニティ政策と公民館廃止の経緯を事例として 

○佐藤 智子（東北大学） 

 

・10:20～11:10 

鳥取県南部町における地域と学校の協働を土台とした新展開 

―地域協働学校から「まち未来科」、学校づくり会議、高校生サークル＆「新☆青年団」の試み へ― 

○永江多 輝夫(南部町教育委員会) 

○渡部 昭男(神戸大学) 

○藤岡 恭子(岐阜経済大学) 

○伊藤 健治(東海学園大学) 

坪井 由実(北海道大学・名誉教授) 

 

・11:10～11:50 

全体討議 
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10 月 13 日（土） 9:00～11:50 

共通教育 A 棟・A305 

自由研究発表５ 

【司会】谷 雅泰（福島大学） 

高橋 寛人（横浜市立大学） 

 

・9:00 開会 

 

・9:05～9:30 

旧軍関係教育機関出身者の「学歴」認定問題について 

―乙種飛行予科練習生の戦後的動向を中心にして― 

○白岩 伸也（筑波大学大学院・院生） 

 

・9:30～9:55 

戦後日本におけるスポーツ行政の基本的構造と特質 

○劉 小麗（名古屋大学大学院・院生） 

 

・9:55～10:20 

国立教育研究所および地方教育研究所の設立に関する史的研究 

○宮澤 孝子（埼玉大学非常勤講師） 

 

・10:20～10:45 

1980 年代高槻市における準公選運動の展開と特質 

○西田 喜一（名古屋大学大学院・院生） 

○ 

・10:45～11:10 

臨時教育審議会における香山健一の思想と役割 

○長嶺 宏作（帝京科学大学） 

 

・10:10～11:50 

全体討議 
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10月 13日（土）  13:00～16:30 

共通教育 B 棟・B301  

公開シンポジウム 

持続可能な地域コミュニティと学校システムの模索 

 

 

【報告者】 

武井 敦史（静岡大学） 

「人口減少と学校システム」（課題提案） 

山下 祐介（首都大学東京） 

「人口減少社会における地域コミュニティと学校」（報告①） 

宮島 明利（静岡県川根本町教育委員会管理主事） 

「人口減少地域における特色ある教育づくりの工夫」（報告②） 

田辺 信宏（静岡市長） 

「SDGs をいかしたまちづくり」（報告③） 

北村 友人（東京大学） 

「SDGs の実現に向けた ESD のあり方」（報告④） 

 

【コーディネーター】 

   梅澤 収（静岡大学） 

 

【趣 旨】 

人口減少地域における将来に向けた学校のあり方の模索が全国各地で始まっている。学校再

編が自治体にとってしばしば困難な課題であるのは、学校規模の適正化や自治体の財政の観点

からは、小規模校を対象とした学校再編が求められる一方で、学校がなくなることになる当該

地域コミュニティにとっては、その核となる場を失うことで人口の流出が加速し、さらなる疲

弊を強めていくというリスクが認識されているからである。 

こうしたジレンマの中に立たされている学校再編という課題に向き合うためには、従来の行

政や教育の枠組みを超えて新たな教育のかたちを構想していく発想が必要になる。①学校配置

のあり方と、②義務教育学校、特認校、コミュニティ・スクール、教育課程特例校等の制度枠

組み、③学校カリキュラムや放課後子ども教室、④地域スポーツクラブや放課後児童クラブ

等、学校外の教育・子育て関連活動、等を有機的に関連づけ、持続的な地域と学校教育の発展

を支えるしくみを模索していくことが必要となるであろう。 

とりわけ ESD や SDGs の考え方は、こうした教育を支える自治体やコミュニティ運営のし

くみと教育のコンテンツとを統合的に捉える概念として注目される。 

こうした問題意識を背景に、本シンポジウムでは関連する各領域で先駆的な活動をしてきた

研究・実践の両面からアプローチすることにする。人口減少の課題を抱える地域の視点に立ち、

新たな学校のかたちを模索する生産的な場としたい。 
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10 月 13 日（土）  

 

 
 

総会 

 

  ＜総会のご案内＞ 

◆日 時 ： １０月１３日（土）１６時４５分～１７時４５分 

◆会 場 ： 共通教育 B 棟・B３０１ 

 

  

 

 
 

懇親会 

 

＜懇親会へのお誘い＞ 

  ◆日 時 ： １０月１３日（土）１８時００分～２０時００分 

   

  ◆会 場 ： 第一生協食堂 
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大会３日目 

10 月 14 日（日） 
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10 月 14 日（日） 9:00～11:50 

共通教育 A 棟・A202 

自由研究発表６ 

【司会】 谷川 至孝（京都女子大学） 

成松  美枝（聖隷クリストファー大学）

 

・9:00 開会 

 

・9:05～9:30 

新教育委員会制度の運用実態に関する調査研究 

―全国市区町村長・教育長調査を基に― 

○村上 祐介（東京大学） 

 本田 哲也（愛媛大学） 

 小川 正人（放送大学） 

 

・9:30～9:55 

都道府県における教育政策の企画と調整 

―「総合教育会議による新たな施策の展開に関する調査」から― 

○屋敷 和佳（国立教育政策研究所）          

本多 正人（国立教育政策研究所） 

 

・9:55～10:20 

イギリスのアカデミー化政策と地方教育行政―現状と課題 

○植田 みどり（国立教育政策研究所） 

 

・10:20～11:10 

地方教育行政組織に関する国際比較研究 

―首長の党派的影響力を抑える仕組みに着目して― 

○渡辺 恵子(国立教育政策研究所) 

○植田 みどり（国立教育政策研究所） 

○坂野 慎二(玉川大学) 

 高橋 望(群馬大学) 

○松本 麻人(名古屋大学) 

○山下 晃一(神戸大学) 

 

・11:10～11:50 

全体討議 
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10 月 14 日（日） 9:00～11:50 

共通教育 A 棟・A203 

自由研究発表７ 

【司会】牛渡 淳（仙台白百合女子大学）

西川 信廣（京都産業大学） 

 

・9:00 開会 

 

・9:05～9:30 

管理職の指導力不足教員認識に関わる学校組織諸条件の検討 

―学校ごとの特別支援学級設置数も含め― 

○波多江俊 介（熊本学園大学） 

 

・9:30～9:55 

中国における農村地域のスクールリーダー教育に関する理論と実践の往還 

―A 師範大学の「一体四段式」研修開発を事例として― 

○殷 爽（九州大学大学院・院生） 

 

・9:55～10:20 

ＯＥＣＤ 「教師の主観的幸福」追究の政策的可能性 

○本図 愛実（宮城教育大学） 

 

・10:20～11:10 

教特法改正に伴う任命権者と関連アクターの「連携」に関する研究 

―育成指標策定のガバナンス分析を通じて― 

 

○阿内 春生（福島大学） 

○櫻井 直輝（会津大学短期大学部） 

○佐久間 邦友（日本大学） 

・11:10～11:50 

全体討議 
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10 月 14 日（日） 9:00～11:50 

共通教育 A 棟・A204 

自由研究発表８ 

【司会】雲尾 周（新潟大学） 

鈴木 雅博（常葉大学） 

 

・9:00 開会 

 

・9:05～9:30 

生徒指導上の諸課題の現状と学校内外の生徒指導体制 

―小学校・中学校の調査を通じて― 

○石田 美清（埼玉県立大学） 

 

・9:30～9:55 

指導教諭の配置と諸課題 

○押田 貴久（兵庫教育大学） 

 

・9:55～10:20 

学校に関わる職員雇用の実態とその課題 

―労働条件と非正規雇用問題― 

○真弓（田中） 真秀（川崎医療福祉大学） 

 

・10:20～11:10 

熊本地震における＜学校再開プロセス＞の記録化と活用 

―避難所開設から授業再開までに焦点を当てて― 

○元兼 正浩（九州大学） 

○原北 祥悟（九州大学大学院・院生 

/日本学術振興会特別研究院） 

○木村 栞太(九州大学大学院・院生) 

○鄭 修娟(九州大学大学院・院生) 

 

・11:10～11:50 

全体討議 
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10 月 14 日（日） 9:00～11:50 

共通教育 A 棟・A302 

自由研究発表９ 

【司会】佐藤 修司（秋田大学） 

川上 泰彦（兵庫教育大学） 

 

・9:00 開会 

 

・9:05～9:30 

連携・協働する力を養う方策としての大学間連携教育 

―彩の国連携力育成プロジェクトを事例として― 

○米岡 裕美（埼玉医科大学） 

 

・9:30～10:20 

戦後日本における教育条件整備行政 

―へき地教育振興法の成立過程とへき地学校指定基準の変遷に着目して― 

○御代田 桜子（名古屋大学大学院 

/日本学術振興会特別研究員） 

                     ○米津 直希（稚内北星学園大学） 

                    ○富樫 千紘（和光大学） 

 

・10:20～11:10 

持続可能な社会構築を担う学校モデルの探究 

―韓国の小規模校活性化事例に着目して― 

○尾﨑 公子（兵庫県立大学） 

○肥後 耕生（豊岡短期大学） 

○名達 和俊（元北海道公立小中学校事務職員） 

 

・11:10～11:50 

全体討議 
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10 月 14 日（日） 9:00～11:50 

共通教育 A 棟・A305 

自由研究発表１０ 

【司会】窪田 眞二（常葉大学） 

武井 哲郎（立命館大学） 

・9:00 開会 

 

・9:05～9:30 

学校教育に対する保護者意識の分析 

○木口 雅也（兵庫教育大学連合大学院・院生）  

 

・9:30～9:55 

私立中学校が果たしている役割と期待される機能 

―保護者アンケートから見た進学動機と教育需要を中心に― 

○木村 康彦（早稲田大学） 

  

 

・9:55～10:20 

学校参加で求められる保護者の「専門性」 

―韓国の学校運営委員会における委員研修に着目して― 

○小島 優生（獨協大学） 

・10:20～11:10 

学校における保護者の連携活動の効果と関与意欲に関する研究 

○岩永 定（熊本大学） 

○橋本 洋治（日本福祉大学） 

 柏木 智子（立命館大学） 

仲田 康一（大東文化大学） 

 

・11:10～11:50   

全体討議 
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10 月 14 日（日） 13:00～16:00 

共通教育 A 棟・A 201 

課題研究Ⅰ 

「非通学型」学校の展望と公教育「空間」の拡張 

―公教育制度の変容と教育行政（２）― 

【司会】前原 健二（東京学芸大学） 

滝沢 潤（広島大学） 

【報告者】 

1. 奥平 博一（学校法人角川ドワンゴ N 高等学校・校長） 

       デジタルネイティブ世代のための新しい教育の在り方 

2. 佐々木 司（山口大学） 

       「非通学型」学校をチャーター・スクール制度から考える 

―規制（regulation）、規制緩和（de-regulation）、再規制（re-regulation）― 

3. 松下 丈宏（首都大学東京） 

       「非通学型」の公教育の可能性と課題—ホームスクーリングを事例に 

【趣 旨】 
 課題研究Ⅰは、3年間の継続テーマとして「公教育制度の変容と教育行政」を掲げている。昨年度は、「現代教育にお

ける多様化と包摂の交錯」と題して、多様化と市場化を公教育制度の変容を特徴づける最も主要なベクトルと仮定し、

議論を深めた。 

 今年度は、多様化、市場化とも関連しつつ公教育制度の変容をもたらすベクトルとして、公教育「空間」の拡張に着

目する。市場化を伴いながら多様化してきた公教育制度ではあるが、それを通じて保障される教育機会は、児童生徒の

「物理的な学校空間の共有」すなわち「通学」を前提としている点では共通しており、公教育制度が保障する教育機会

の主流となってきた。しかしながら、本研究の課題設定の契機の一つとなっている「義務教育の段階における普通教育

に相当する教育の機会の確保等に関する法律」（普通教育機会確保法、2016 年）は、その性格については様々な評価が

あるものの、基本的には「学校以外の場における学習活動等を行う不登校児童生徒に対する支援」（第13条）を求める

ものである。昨今、少子化やそれに伴う学校統廃合が進み、様々な事情で不登校児童生徒が増加するなか、情報インフ

ラ（インターネット）の整備やIT技術の発展を背景に、通信制高校が急速な拡大を見せている。今後、「通学」を前提

（原則）としない「非通学型」の教育機会が「学校以外の場」として重要な意味を持つようになると考えられる。また、

公教育制度は、（常時）通学できる物理的な空間（教育行政区域）を想定してきたが、広域通信制高校の拡大によって、

それを大きく超える範囲で教育機会を提供（保障）することで学校選択（学校市場）が著しく広範囲に及ぶことが珍し

くなくなっている。そこで、今年度は、「非通学型」学校と公教育「空間」の拡張 －通学（物理的な学校空間の共有）

の相対化と教育機会保障の広域化や仮想（バーチャル）空間への拡張（仮想空間へ拡張された教育の市場化、多様化）

－ に注目することで、公教育制度のあり方や教育行政の責任・役割について考察する。その際、高校段階における「非

通学型」の広域通信制高校などの展開・拡大が、義務教育段階に対して、どのような影響、変容をもたらすのかについ

ても議論を深めたい。 

 以上のような問題意識の下、①日本において大きく展開しつつある「非通学型」学校（広域通信制高校）の経営の観

点からの報告、②公教育における「非通学型」学校が、教育行政区域を相対化しつつチャーター・スクール制度によっ

て大きく展開しつつあるアメリカの現状分析、そして③「非通学型」学校（ホーム・スクーリングを含む）による教育

機会の保障に関する教育の公共性の観点からの考察をもとに、上記の課題に迫りたい。  

-27-



 
 

10 月 14 日（日） 13:00～16:00 

共通教育 A 棟・A 301 

課題研究Ⅱ 

「教員の多忙化」問題と教育行政学研究の課題 

【司会】雪丸 武彦（大分大学）

石井 拓児（名古屋大学）

 

【報告者】 

1. 高橋 哲（埼玉大学） 

       教職員の「多忙化」をめぐる法的要因分析―給特法をめぐる法的構造の問題― 

2. 油布 佐和子（早稲田大学） 

教師の多忙化 －教育＜労働＞の視点から－ 

3. 川上 泰彦（兵庫教育大学） 

学校組織や教員キャリアにおける「多忙問題」の影響 

【趣 旨】 

 教員の多忙化が政策的にクローズアップされている。各種調査により教員の過酷な勤務状況が明らかにされている。

また、多忙化の結果として教員が命を落としたり、障がいを負ったり、教壇を離れる状況も生まれている。以上の状況

にあって、2018年8月現在、中教審には「学校における働き方改革特別部会」が設置され、教員の働き方を変えるため

に議論がなされている。また、各地の教育委員会では、地域の状況や、特別部会、文部科学省の提言、通知等を踏まえ、

教員の働き方を変える施策が現在進行形で展開されている。さらに、学校では管理職によるマネジメントに期待がなさ

れ、部活動の休養日設定、定時の閉庁、退勤等の取組みがなされている。 

 過酷な勤務状況を伴う教員の多忙化が教育の質の劣化を招くことは自明である。それは教育行政として望むべき姿で

はなく、教育行政を対象とする本学会として、その解明と解決のための学問的追究がなされる必要がある。そのことは、

各地で教育行政や学校に関わる本学会員が社会的貢献をなす上でも重要な意味を持つと言える。 

 以上のことを踏まえ、本課題研究では、「教員の多忙化」がなぜ起こるのか、そしてそれを解決するためにどのような

方法があり得るのかを追究していく。報告は以下の内容を予定している。 

「教員の多忙化」はそれを許容する（かのように機能する）法の存在ゆえに起こっている。それゆえ、法の問題を避

けて通ることはできない。高橋哲会員からは、教員の働き方を基礎づける法に焦点をあててもらい、法的欠陥の構造と

解決に向けた法制見直しのあり様を報告してもらう。 

「教員の多忙化」はそれをやむを得ないものと受け入れさせる日本の労働慣行、さらに労働の質の変化と無関係では

ない。油布佐和子氏からは、日本的な労働の特徴や現代日本の教員労働の変化に焦点をあててもらい、それらの検討か

ら導かれる多忙化問題の解決策を報告してもらう。 

「教員の多忙化」がどのように起こり、またどのような影響をもたらすのかは、具体的なエビデンスに基づいて把握

される必要がある。川上泰彦会員からは、「教員の多忙化」の議論において欠けている仕事の質、効率といった側面に焦

点をあててもらい、それらの議論の不在により生まれる諸問題と今後それらをどのように把握すべきかについて報告し

てもらう。 
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学文社 様 

中央法規 様 
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